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はじめに 

１ 計画策定の趣旨

平成 ２５ 年 １２ 月に、「強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強

靭化基本法（以下「基本法」という。）」が公布・施行され、基本法第１３条において、国土強靭化に関す

る施策の総合的かつ計画的な推進を図るため「国土強靭化地域計画」を定めることができると規定

された。 

本市においても、基本法に基づく地域計画として、下呂市国土強靭化地域計画（以下「本計画」とい

う。）を策定し、いかなる災害が発生した場合でも、本計画を効果的に活用することにより、地域、並

びに地域の住民の生命、身体及び財産を災害から保護するとともに、住民一人ひとりの自覚及び努

力を促すことによって、被害を最小限に軽減し、もって社会秩序の維持と公共の福祉の確保を図るこ

とを目的とする。 

２ 計画の性格

本計画は、基本法第１３条に定める計画として、下呂市第三次総合計画、第三期岐阜県強靭化計画

との整合性を図り、本市の強靭化に関する施策を総合的かつ計画的に進めるための指針として策定

する。 

より詳細な事業・施策は、本計画に示した推進方針を踏まえながら、毎年の予算編成を通じて具体

化し、アクションプランとして取りまとめる。 

３ 計画期間

本計画が対象とする期間は、第三次岐阜県強靭化計画との整合性を図り、令和７（２０２５）年度から

令和１１（２０２９）年度までの５年間とする。 

なお、当計画の第一期は、令和３（２０２１）年度から令和６（２０２４）年度までの４年間である。 
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第１章 強靱化の基本的な考え方

１ 基本目標

基本法では、その第 １４ 条で、国土強靱化地域計画は、「国土強靱化基本計画との調和が保たれた

ものでなければならない」と規定されている。 

これを踏まえ、本計画の策定にあたっては、国土強靱化基本計画の基本目標を踏襲し、以下の４つ

を基本目標として、強靱化を推進する。

２ 強靱化を推進する上での基本的な方針

国土強靭化基本計画における「国土強靱化を推進する上での基本的な方針」のほか、強靱化の理

念を踏まえ、以下の基本的な方針に基づき推進する。 

（１）本市の特性を踏まえた取組推進

○本市を取り巻く社会経済情勢を踏まえ、それぞれの地域が有する潜在力を最大限活用すること 

○地域の安全・安心を担う人材の育成・確保を平時から進めるなど、足腰の強い地域社会を構築

する視点を持って取り組むこと 

○過去の災害から得られた教訓を最大限活用するとともに、本市においては平成 ３０ 年から令和

２年の３年間において、激甚災害に２度指定されるなど、非常事態が常態化されつつある現状を

踏まえ、想定外の事態の発生を念頭において取り組むこと 

〇令和６年能登半島地震における課題を踏まえた震災対策を念頭に置いて取り組むこと 

○コミュニティ機能の向上、強靱化の担い手が活動できる環境整備

○女性、高齢者、子ども、障がい者、外国人、観光客等への配慮 

○環境との調和、景観の維持への配慮、自然環境の有する多様な機能の活用 

〇人口減少や過疎化の進行、新たな感染症の流行など、現行計画策定以降の本市を取り巻く社 

会経済情勢の変化を踏まえた取組みを推進すること 

○市民の生命の保護が最大限図られること

○市の重要な機能が致命的な障害を受けず維持されること

○市民の財産及び公共施設に係る被害の最小化

○迅速な復旧復興
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（２）効率的・効果的な取組推進 

○ハード対策、ソフト対策を適切に組み合わせ、効果的な施策に取り組むこと

○自助、共助及び公助を適切に組み合わせ、行政、民間事業者、住民など関係者相互の連携に取り

組むこと 

○非常時のみならず、日常の市民生活の安全・安心、産業の活性化、国際・都市間競争に資する対

策となるよう工夫すること 

〇近傍の地方公共団体や、同時に被災しにくい遠距離の地方公共団体との災害時相互応援協定の

締結及び協定内容の充実化に取組み、災害時における支援・受援体制の強化を推進すること 

（３）防災教育・人材育成、官民連携による地域の防災力強化に向けた取組推進  

○強靱化の担い手は市民一人ひとりであるという視点に立ち、自らの災害リスクや防災気象情報、

避難情報等を我が事として認識し、「自らの命は自ら守る」あるいは「命最優先の避難」といった

身を守る行動につなげられるよう、学校や職場、自治会、自主防災組織等における活動を通じて、

若者から高齢者までの幅広い年齢層に対する防災教育や地域における防災訓練の取組みを進

めること  

○平時における防災教育の担い手として、また、災害時における避難誘導や避難所運営支援など

「地域防災力の要」として、防災士や消防団員等防災人材の育成を男女共同参画や外国人の視

点などにも配慮しつつ推進すること  

○令和６年能登半島地震では、石川県内で災害関連死と認定された方の数が、直接死を上回って

いることから、過去の災害経験から得られた知見を踏まえつつ、避難生活における災害関連死

を最大限防止することを念頭に置いて、スフィア基準（人道憲章と人道支援における最低基準）

などを踏まえた避難所の環境改善や、被災者の心身のケアなどの福祉的視点に立った取組みを

進めること 

○企業、団体、ＮＰＯ、ボランティアなど民間事業者等との訓練や、人材育成をはじめとする各種取

組みのほか、災害時を想定した応援協定の締結など、官民一丸となった連携体制の強化に向け

た取組みを進めること 

（４）デジタル等新技術の活用による強靱化施策の高度化

○少子高齢化が進む中、限られた人員でも効率的に、激甚化・頻発化する災害に対応できるように

するため、災害時の情報収集、孤立地域対策、避難所の環境改善といった様々な場面における

デジタル等新技術の活用について、防災・減災、国土強靱化の高度化に向けた取組みを進めるこ

と 

○ドローンや衛星インターネットなど、災害対応上有効と認められるデジタル等新技術の活用場面

や効果的な活用方法について、前向きかつ幅広に検討を進めるとともに、実災害時において適
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切に活用できるよう、平時から職員等の操作能力の向上や新技術を保有する関係団体・民間事

業者等との連携強化を図ること  

○損傷が軽微な早期段階での手当てによって施設を長寿命化させる「予防保全」の推進に際して

は、積極的にデジタル等新技術を活用し、メンテナンスや老朽化対策の効率化・高度化を図るこ

と 

○デジタル技術の活用に際しては、デジタル技術になじみの薄い高齢者や障がい者など、デジタル

化の恩恵を受けられない人を生まないよう、きめ細かな支援や取組みを一体で推進すること 
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第２章 本市の地域特性

１ 地理的・地形的特性

本市は岐阜県の中東部に位置し、北は高山市、南は関市、加茂郡、西は郡上市、東は中津川市と

長野県に接している。ほぼ中央に飛騨川が流れ、西には清流馬瀬川があり、霊峰御嶽山をはじめ河

川の両側には山並みが迫り、飛騨木曽川国定公園や県立公園なども位置する自然豊かな地域であ

る。海抜は、最高 ３,０５２ｍから最低 ２２０ｍと北部の霊峰御嶽山から南部の金山地域までの大き

な高低差が特徴である。面積は、８５１.２１ 平方キロメートルで、総面積の約 ９１％を森林が占める

山間地域である。 

２ 気候的特性

本市は、山間内陸性気候で、気温の日較差や年較差が大きく、年平均気温は約 １２℃、年間降水

量は約 ２,４５０ ㎜、冬季は南部と北部の降雪量の差が大きく、馬瀬地域は豪雪地域に指定されて

いる。 

区 分 
平均気温 

（℃） 

最高気温 

（℃） 

最低気温 

（℃） 

降 水 量 

（ｍｍ） 

１ 月 ０.１ １０.５ －９.０ ７９.６ 

２ 月 １.１ １４.１ －８.７ ９１.４ 

３ 月 ５.０ １９.３ －５.２ １６８.７ 

４ 月 １０.６ ２５.６ －２.３ １９８.３ 

５ 月 １６.１ ２９.８ ３.４ ２１５.０ 

６ 月 ２０.０ ３１.５ ９.５ ２７７.５ 

７ 月 ２３.８ ３４.８ １６.１ ３９９.４ 

８ 月 ２４.７ ３５.３ １６.２ ３３６.２ 

９ 月 ２０.９ ３２.０ １０.１ ３０３.７ 

１ ０月 １４.５ ２６.７ ２.９ １７３.８ 

１ １ 月 ８.０ ２０.１ －１.９ １３１.６ 

１ ２月 ２.５ １４.５ －６.３ ９６.６ 

年平均 １２.３ ２４.５ ２.１ ２０６.０ 

年合計    ２４７１.８ 

（気象庁ＨＰから引用 観測所：宮地気象観測所 統計期間：１９９４年～２０２３年） 
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３ 社会経済的特性

本市は、約 ９１％を森林が占める山間地であり、飛騨川及びその支流の馬瀬川に沿って旧５町村

の市街地が点在している。市街地は山間地の河川沿いに形成しており、人口が比較的集中している

地区のうち、萩原地区は平坦部が比較的多く、住宅街が広がっている。下呂地区は山間地に約５０軒

の旅館等が立ち並ぶ下呂温泉を有し、その南北に住宅街が広がっている。 

本市の基幹産業は観光産業であり、令和５年の観光客数は約 ２１０ 万人である。このうち、日本で

も有数の観光地である下呂温泉の宿泊客数は、新型コロナウイルス感染拡大の影響により、令和２年

には約 ５１ 万人台まで落ち込んだが、アフターコロナにおける国内旅行者数の復調や、インバウンド

の増加により、令和５年には約９３万人台にまで回復している。 

周辺との交通は、市の中央部を南北に流れる飛騨川に沿って ＪＲ 高山線と国道 ４１ 号が走り、岐

阜市や高山市方面と結んでいるほか、国道 ２５７ 号が中津川市と高山市に通じている。また濃飛横

断自動車道については郡上市和良町から下呂市保井戸間が一部供用開始となっている。 

本市内には、空港や港湾が存在せず、鉄道網も発達していないことから、輸送や移動手段を自動車

に大きく依存する社会構造となっている。 

大規模災害発生時には、道路交通ネットワークの断絶により、孤立する地域が発生しやすいなどの

問題があるため、道路交通ネットワークの安全性確保は、市民生活にとって重要な要素である。また、多

数の孤立地域が同時発生した事態に備え、『空路による受援体制』の構築が必要である。

本市の人口は昭和３５年の ４８,３１４人をピークに毎年減少の一途をたどり、令和２年までの６０

年間に１７,８８６人減少し、３０,４２８人となっている。特に昭和４０年から昭和５５年までの１５年

間においては、高度経済成長期の都市化とそれに伴う都市部への人口流出が著しく進んだため、

５,１１１ 人の減少と急激な変化を示し、その後は鈍化したものの、平成 １２ 年から令和２年までの ２０

年間で９,６７４人と急激に減少している。 

令和２年の各階層比率は、年少人口は １０.７％、生産年齢人口は ４８.２％、老年人口は ４０.４％と

なっている。※総数には年齢「不詳」を含むため、各年齢の人口計とは合致しない。 

世帯数では昭和 ３５ 年以降、人口の減少に関わらず増加しているが、世帯あたりの人口は昭和 ３５

年の４.７人に比べ令和２年は２.５人と減少し、核家族化現象が顕著に現れている。 

こうした中、在宅介護を受けながら自宅で暮らし続ける高齢者や障がいのある方が増加していく

見込みであり、災害時の支援も大きな課題となっている。 

※次頁グラフ参照 
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↑世帯数・世帯人数 
出典：下呂市企画課作成「地域の未来予測」

↑人口推移（将来人口） 
出典：総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

↑将来推計人口（年齢構成の割合） 
出典：総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」
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第３章 計画策定に際して想定するリスク

本計画においては、本市において最も発生頻度の高い災害類型である風水害や、ひとたび発生

すれば甚大な被害が生じる巨大地震、火山災害等の大規模自然災害を対象とする。複合災害が発

生する可能性も認識した上で、必要かつ有効となる取組みを進めるよう十分に配慮する。

１ 風水害（水害、土砂災害）、大雪

近年は、全国的にも短期的・局地的豪雨が頻発しており、数時間で平年１ヶ月分の数倍もの降水

量がもたらす大規模な風水害等が発生している。 

本市においても、市内全域に甚大な被害をもたらした「平成３０年７月豪雨災害」、「令和２年７月

豪雨災害」、「令和３年８月大雨」が発生するなど大規模風水害が頻発している。 

これまでの想定を超える土砂災害や現在の河川の安全度を上回る出水が懸念され、こうした災

害に対し、いかに備えるかが喫緊の課題である。 

【市内で発生した甚大な風水害等】

○昭和３３年 豪雨による災害（Ｓ３３.７.２４～２７） 

・萩原地域：家屋全壊 １０戸、同半壊５戸、床上浸水９９戸、非住家被害 １４７件、橋流出３箇所 

・下呂地域：死者１人、負傷者３人、家屋全壊２戸、同半壊 １２戸、同流出２８戸、床上浸水９２戸、 

床下浸水 １７６戸、非住家流失 １３戸、道路決壊 １３箇所、同流失３箇所、橋流失３箇所、橋梁・道路 

決壊２９箇所、田園の流失５ｈａ、冠水 ２０ｈａ 

・小坂地域：家屋流失５戸、同半壊 １１戸、橋流失８箇所 

・馬瀬数河地区：橋流失、堤防決壊、家屋１戸、耕地４ｈａ流出、家屋８戸浸水、川上岳見橋東岸橋台付 

近崩壊 

○昭和 ３４年 伊勢湾台風による豪雨災害（Ｓ３４.９.２６）

・人的被害：重傷１人、軽傷 １１人 

・家屋全壊４０戸、同半壊２００戸、床上浸水 １２戸、床下浸水７４戸 

・道路決壊、橋梁流失等史上かつてない大災害をもたらす

○昭和４６年 台風による豪雨災害（Ｓ４６.９.６）

・下呂地域：死者１人、負傷者３人、家屋全壊３戸、同半壊６戸、同流失２戸、床上浸水４９戸、床下浸 

水 ３２６戸、水路決壊 １０４箇所、橋流失・決壊等６２箇所等 

※特に竹原地区の被害は甚大で激甚災害指定となる 

○昭和 ５８年 台風による豪雨災害（Ｓ５８.９.２８）

・益田川が大洪水となり、全域に被害が発生

・萩原地域：床上浸水 １６戸、床下浸水４７戸等 

・下呂地域：負傷者１人、床上浸水２０戸、床下浸水 １０４戸等 

・小坂地域：床上浸水７戸、床下浸水 １４戸等
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○平成 １１年 台風第 １６号及び秋雨前線による豪雨災害（Ｈ１１.９.１５） 

・小坂地域：山腹崩壊により、全壊１戸、一部破損２戸、床下浸水２０戸 

・金山地域：河川氾濫による床上浸水２１戸、床下浸水３４戸、道路、農地等の被害が発生 

○平成 １６年 台風第２３号豪雨災害（Ｈ１６.１０.２０） 

・床上浸水２棟、床下浸水１６棟 

・道路決壊、護岸決壊等、馬瀬地域を中心に大災害 

○平成 ２３年 ８月豪雨災害（Ｈ２３.８.２３）

・床上浸水５棟、床下浸水８６棟 

・河川水路の決壊、護岸決壊、林道・治山による被害等、萩原下呂地域を中心に豪雨災害 

・人的被害２名負傷

○平成２６年 ８月豪雨災害（Ｈ２６.８.１７）

・床上浸水１棟、床下浸水２棟 

・道路決壊、護岸決壊等、馬瀬地域を中心に被害をもたらす 

○平成 ３０年 ７月豪雨災害（Ｈ３０.６.２８～７.８）

   ・床上浸水４８棟、床下浸水６７棟 

・道路橋梁の損壊、河川氾濫、萩原町上上呂山腹崩壊、金山地域を中心に家屋への浸水 

〇令和２年 ７月豪雨災害（Ｒ２.７.３～１４） 

   ・全壊４棟、大規模半壊６棟、半壊 １８棟、床上浸水 １７棟、床下浸水 １６９棟、その他４棟 

   ・飛騨川からの越水や中小河川の氾濫、土砂災害により道路・橋梁等の損壊、小坂町門坂地内国道

４１号の路面崩落、小坂、萩原地域を中心に家屋への浸水 

〇令和３年 ８月大雨災害（Ｒ３.８.１２～１９） 

   ・床下浸水 １４棟、浸水２棟 

   ・国道 ４１ 号萩原町花池地内の国道護岸部の崩落他、被害多数 

【市内で発生した甚大な雪害】

○昭和５５年 豪雪災害（Ｓ５５.１２.２９）

・工場、倉庫、畜舎等が主に被災

○昭和５６年 豪雪災害（Ｓ５６.１.３～４）

・馬瀬川上地区で４世帯 １５人が孤立

○平成 １４年 豪雪災害（Ｈ１４.１.２）

・道路、河川に大規模な倒木を引き起こしそれに伴い、道路の通行止め、停電等の被害が発生

○平成２６年 豪雪災害（Ｈ２６.１２.１６～１８）

・国道を含む多数の道路で倒木による通行止め、孤立地域、長時間の停電の発生 
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２ 巨大地震（内陸直下地震、南海トラフ地震）

県では、平成２３年度・２４年度及び２９・３０年度において、県内に影響を及ぼす最大級の地震につい

て、独自に被害想定調査を実施した。この調査による被害想定結果は、本市における今後の地震防災

対策の基礎資料として、また住民一人ひとりの防災意識の高揚と防災対策の推進にあたって有用な資

料となる。この調査結果のうち、市域に関する被害想定の概略等を示すものとする。 

１ 想定地震 

種 類 震源モデル 備   考 

海溝型地震 Ａ 
南海トラフ巨大地震 

Ｍ９.０ 

・内閣府と同じ震源モデル（震源：紀伊半島沖） 

内陸型地震 

Ｂ 
養老－桑名－四日市断層帯 

Ｍ７.７ 

・養老町から三重県四日市市に及ぶ断層 

（約５７ｋｍ） 

Ｃ 
阿寺
あ て ら

断層系 

Ｍ７.９ 

・下呂市から中津川市に及ぶ断層 

（約７０ｋｍ） 

Ｄ 
跡津川断層 

Ｍ７.８ 

・飛騨市から富山県大山町に及ぶ断層 

（約６０ｋｍ） 

Ｅ 
高山・大原

おっぱら

断層帯 

Ｍ７.６ 

・高山市から郡上市に及ぶ断層 

（約４８ｋｍ） 

Ｆ 
揖斐川-武儀川（濃尾）断層帯

Ｍ７.７ 

・揖斐川から関市に及ぶ断層帯 

（約５２㎞） 

Ｇ 
長良川上流断層帯 

Ｍ７.３ 

・郡上市白鳥町から同市八幡町に及ぶ断層帯 

（約２９㎞） 

Ｈ 
屏風山・恵那山及び猿投山断層帯 

         Ｍ７.７ 

・中津川市から愛知県豊田市に及ぶ断層帯 

（５６㎞） 

※ 活断層は、文部科学省地震調査研究推進本部が主要活断層としているものから、岐阜県により

大きい影響を及ぼすものとして７つを選定した。 

２ 前提条件 

共

通

地盤データメッシュ 
 ２５０ｍメッシュで、県内のボーリングデータ等から整理

された４８の地盤モデルで分類。 

地震発生時間 

（３パターン） 

冬早朝 

（５時） 

 多くの人が自宅で就寝中に被災するため、家屋倒壊によ

る死者が発生する可能性が高い。 
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冬夕方 

（１８時） 

 住宅などで火気使用が最も多い時間帯で、出火件数が

最も多くなる。オフィスや繁華街周辺及び駅に通勤・通学

等による滞留者が多数存在。 

夏昼 

（１２時） 

 オフィスや繁華街などに多数の滞留者があり、自宅以外

で被災する場合が多い。 

亜炭鉱の取り扱い 
 空洞深度が５～１５ｍ程度にある場合は、地表面の揺れ

が大きくなることを考慮した。 

南海トラフ巨大地震 Ａ 
 内閣府が提示している最大の震源域で、紀伊半島沖を震源

とし、強震動生成域が基本ケースの場合。 

養老－桑名－四日市断層帯地震 Ｂ 
 四日市断層と養老・桑名断層及び宮代断層が連動する最悪

の場合を想定した。 

その他の内陸型地震 Ｃ～Ｈ 
 前回調査と同じ断層について、細分化したメッシュで、最新

の地盤データにより改めて想定した。 

破壊の伝播方向

海溝型地震（南海トラフの巨大地震）の断層の位置図 
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３ 被害想定結果（下呂市） 

 (１) 震度分布及び液状化分布（Ｈ２３.２４調査） 

想定 

地震 
震度分布図 液状化分布図 

Ａ 

南海トラフ巨

大地震 

Ｂ 

養老－桑名－

四日市断層帯

地震 

Ｃ 

阿寺断層系地震 
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想定 

地震 
震度分布図 液状化分布図 

Ｄ 

跡津川断層地震 

Ｅ 

高山・大原断層

帯地震 

(２) 震度分布及び液状化分布（Ｈ２９.３０調査） 

Ｃ２ 

阿寺断層帯 
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Ｅ２ 

高山・大原断

層帯 

Ｆ 

揖斐川-武儀

川（濃尾）断層

帯 
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Ｇ-１ 

長良川上流断

層帯 

Ｇ-２ 

長良川上流断

層帯 

Ｈ 

屏風山・恵那

山及び猿投山

断層帯 
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阿寺断層帯の位置と主な調査地点 

（３）被害想定結果 

Ａ 

南海トラフ巨大地震

Ｂ 

養老―桑名― 

四日市断層帯地震

Ｃ 

阿寺断層系地震 

（南側震源） 

Ｃ２ 

阿寺断層系地震    

（北側震源）

５時 １２時 １８時 ５時 １２時１８時 ５時 １２時 １８時 ５時 １２時 １８時 

最 大 震 度 ６弱 ６弱 ７ ７ 

液状化危険度 

（ＰＬ＞１５ 

の市域面積比率） 

４％ ０％ ６％ １４％ 

建物被害

（棟）

全 壊 ４０６ ４ ８,０５６ ７,７５６ 

半 壊 １,５９１ １４４ ６,８０９ ６,３９６ 

火災による焼失（棟） ０ ０ １ ０ ０ ０ ３５ ４２ ９６ ４３ ５１ １２１ 

人的被害

（人）

死 者 ４ １ ２ ０ ０ ０ ５０２ １９１ ２９３ ４３７ １７０ ２５８ 

負 傷者 ２１２ １３０ １２５ ２６ ２１ １８ ２,６２６ ２,９０８ ２,１７４ ２,２６１ ２,６８６ １,９６４ 

重 症者 ６ ８ ６ ０ ０ ０ ８２１ ６３８ ５５０ ７１４ ６０７ ５０４ 

要救助者 ８ ５ ６ ０ ０ ０ １,１１８ ５３８ ７１７ ９６５ ４７７ ６２６ 

避難者   （人） １,４６０ ９３ １３,８７３ １１,９３９ 

帰宅困難者 （人） １６５ ― ― ― 
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Ｄ 

跡津川断層地震 

Ｅ 

高山・大原断層帯地震 

（北側震源） 

Ｅ２ 

高山・大原断層帯地震 

（南側震源） 

Ｆ 

揖斐川-武儀川（濃尾）

断層帯地震

５時 １２時 １８時 ５時 １２時 １８時 ５時 １２時 １８時 ５時 １２時 １８時 

最 大 震 度 ６弱 ７ ７ ６弱 

液状化危険度（ＰＬ＞１５

の市域面積比率） 
０％ １％ ４％ ０％ 

建物被害

（棟） 

全 壊 ２８３ ２,００５ １,５４９ ４０ 

半 壊 ２,２３２ ４,２８１ ３,２３４ ７２７ 

火災による焼失（棟） ０ ０ １ ４ ５ １９ ３ ４ １６ ０ ０ ０ 

人的被害

（人） 

死 者 １８ ７ １０ １２８ ４８ ７４ ８９ ３５ ５３ ２ １ １ 

負 傷者 ４７２ ２９４ ２８２ １,１５８ ９１７ ７８６ ７９６ ６２１ ５３６ １２８ ８０ ７７ 

重 症者 ３０ ２６ ２１ ２０８ １４１ １３０ １４４ ９６ １２３ ３ ３ ３ 

要救助者 ４０ ２０ ２６ ２８３ １３１ １７８ １９７ ９０ １２３ ５ ２ ３ 

避難者   （人） １,７０２ ５,０２８ ３,４７６ ４４９ 

帰宅困難者 （人） ― ― ― ― 

Ｇ１ 

長良川上流断層地震

（北側震源） 

Ｇ２ 

長良川上流断層帯地震

（南側震源） 

Ｈ 

屏風山・恵那山及び猿

投山断層帯地震 

５時 １２時 １８時 ５時 １２時 １８時 ５時 １２時 １８時 

最 大 震 度 ６強 ６弱 ６弱  

液状化危険度（ＰＬ＞１５ 

の市域面積比率） 
５％ ０％ ０％  

建物被害（棟）
全 壊 １,２０４ １２８ ２６  

半 壊 ４,１５３ １,５３９ ７０８  

火災による焼失（棟） １ １ ８ ０ ０ ０ ０ ０ ０    

人的被害（人）

死 者 ６６ ２５ ３９ ７ ３ １１ １ １ １    

負 傷者 ８７３ ５９４ ５４４ ２８５ １７８ １７０ １２５ ７９ ７５    

重 症者 １０６ ７３ ６７ １２ １３ １０ ２ ３ ２    

要救助者 １４４ ６７ ９１ １７ ９ １１ ３ ２ ２    

避難者   （人） ３,５９６ ９８９ ４２０  

帰宅困難者 （人） ― ― ―  
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３ 火山災害（御嶽山）

１ 御嶽山の概要 

御嶽火山は、乗鞍火山列の南端に位置する成層火山で、古期・新期の火山体が浸食期をはさんで

重なり、新期御嶽の初期にはカルデラが生じたが、引き続く活動によってカルデラや放射谷が埋積さ

れて、ほぼ円錐状の現在の地形がつくられた。約９～１１万年前、大量の流紋岩質の軽石噴火とそれ

に伴うカルデラ形成によって活動を開始した。８つの火山からなり、カルデラ内で火口を移動しなが

ら活動し、カルデラはほぼ埋め立てられて現在の御嶽火山の南北に並ぶ山頂群が形成された。 

２ 噴火の歴史 

最近２万年間は、水蒸気噴火などの新鮮なマグマを放出しない活動のみだと考えられていたが、

最近の研究では、過去１万年間に４回のマグマ噴火が発生していることが明らかにされた。また、水

蒸気噴火は数百年に１回の割合で、堆積物として残る規模のものが発生している。１９７９（昭和５４）

年噴火以前の歴史記録に残る噴火は発見されていないが、山頂南西の地獄谷における噴気活動は、

最近数百年間は継続している。 

１９７９年１０月２８日に剣ヶ峰の南側で水蒸気噴火が発生し、約１日で火山灰を放出するような噴

火活動は終息した。その後の調査から有史以来初の噴火であることが明らかになった。噴火は穏や

かな噴気活動からゆっくりと始まったため、下山中の登山者１人が噴石を頭部に受けて負傷した。 

１９９１（平成３）年と２００７（平成１９）年にごく小規模な水蒸気噴火が発生した。ともに、噴火に先

立ち、山頂直下と考えられる地震と火山性微動の活動が観測された。 

また、２００７年には観測網の充実により、地殻変動と超低周波地震が噴火に先立ち観測された。 

２０１４（平成２６）年９月２７日１１時５２分頃に水蒸気噴火が発生した。噴火は７９火口列南西側の

剣ヶ峰山頂南西側に北西から南東に伸びる新たに形成された火口列から発生したことが確認され、

直径２０～３０ｃｍの噴石が約１.３ｋｍ飛散し、火砕流は南西方向に約２.５ｋｍ、北東方向に約１.５ｋｍ

流下した。この噴火により、死者・行方不明者合わせて６３名の被害者が出た。 
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第４章 脆弱性評価

１ 脆弱性評価の考え方

 「強靱」とは「強くてしなやか」という意味であり、国土強靱化とは、私たちの国土や経済、暮らしが、

災害や事故などにより致命的な障害を受けない強さと、速やかに回復するしなやかさ（レジリエンス）

を持つことである。 

国の基本計画では、「強靱性」の反対語である「脆弱性」を分析・評価し、脆弱性を克服するための課

題とリスクに対して、強く、しなやかに対応するための方策を検討している。

 本計画策定に際しても、国が実施した手法を踏まえ、以下の枠組み及び手順により、脆弱性の評価

を行い、対応方策を検討する。 

２ 「起きてはならない最悪の事態」の設定

国の基本計画では、基本法第１７条第３項の規定に基づき、起きてはならない最悪の事態を想定し

たうえで脆弱性評価を実施しており、具体的には、６つの「事前に備えるべき目標」と３５の「起きては

ならない最悪の事態」を設定し、分析・評価を行っている。

 本計画においては、これを参考に、先に述べた想定するリスクや本市の地域特性を踏まえ、それぞ

れ追加・統合を行い、７つの「事前に備えるべき目標」と ２５ の「起きてはならない最悪の事態」を設

定した。なお、令和６年度に策定を進めている第三期岐阜県強靭化計画も参考とした。

想定するリスクの設定 

リスクシナリオ 

「起きてはならない最

悪の事態」の設定 

【脆弱性評価】 
最悪の事態を回避す

るための施策の現状

と課題を分析・評価 

対応方針の検討 
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【「事前に備えるべき目標」と「起きてはならない最悪の事態」】 

事前に備えるべき目標 起きてはならない最悪の事態

１
あらゆる自然災害に対し、直接

死を最大限防ぐ

１
巨大地震による住宅・建築物の複合的・大規模倒壊や密集市街地等の大規模火災に伴う

甚大な人的被害の発生 

２
集中豪雨による市街地や地域等の大規模かつ長期にわたる浸水被害の発生 

（ため池の損壊によるものや、防災インフラの損壊・機能不全等による洪水等に対す

る脆弱な防災能力の長期化に伴うものを含む）  

３
大規模な土砂災害（深層崩壊、土砂・洪水氾濫、天然ダムの決壊など）や火山噴火

（火山噴出物の流出等を含む）による地域等の壊滅や甚大な人的被害の発生  

４
暴風雪や豪雪等に伴う災害（孤立、大規模車両滞留など）による多数の死傷者の発

生  

５
避難行動に必要な情報が適切に住民及び観光客等に提供されないことや情報伝達

の不備、悪質な虚偽情報の発信等による人的被害の発生  

２

救助・救急、医療活動等が迅速

に行われるとともに、被災者等

の健康・避難生活環境を確実に

確保することにより、関連死を

最大限防ぐ

１ 被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資・エネルギー供給の停止

２ 道路寸断等による多数かつ長期にわたる孤立地域の同時発生  

３
自衛隊、警察、消防等の被災や救援ルートの寸断等による救助・救急活動等の遅れ

及び重大な不足  

４
医療・福祉施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶、エネルギー供給

の途絶による医療機能の麻痺 

５
長期にわたる劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理による多数の被災者の健

康・心理状態の悪化による災害関連死の発生 

６ 想定を超える大量の避難者や観光客を含む帰宅困難者の発生、混乱 

７ 大規模な自然災害と感染症との同時発生  

３ 必要不可欠な行政機能を確保する １ 市職員・施設等の被災、受援体制の不備による行政機能の大幅な低下

４
生活・経済活動を機能不全に陥

らせない

１
サプライチェーンの寸断等による経済活動の麻痺や風評被害などによる観光経済

等への影響

２ 
食料や物資の供給の途絶、分配体制の不備等に伴う、市民生活・社会経済活動への

甚大な影響 

３ 農地・森林や生態系等の被害に伴う荒廃・多面的機能の低下 

５

情報通信サービス、電力、燃料

等、ライフライン、燃料、交通ネッ

トワーク等の被害を最小限に留

めるとともに、早期に復旧させる

１ ライフライン（電気、ガス、石油、上下水道等）の長期間・大規模にわたる機能停止  

２
幹線道路・鉄道が分断する等、基幹的交通ネットワークの長期間にわたる機能停止

による物流・人流への甚大な影響  

６

地域社会・経済が迅速かつ従前

より強靱な姿で復興できる条件

を整備する

１ 災害廃棄物の処理の停滞等による復旧・復興の大幅な遅れ  

２ 

災害対応・復旧復興を支える人材等（消防団員、専門家、コーディネーター、ボランテ

ィア、ＮＰＯ、企業、労働者、地域に精通した技術者等）の不足等による復旧・復興の

大幅な遅れ  

３ 公共施設の損壊や広域的地盤沈下等による復旧・復興の大幅な遅れ 

４ 
貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミュニティの崩壊、地域産業の担い手の

長期避難等による有形・無形の文化の衰退・喪失  

５ 
事業用地の確保、仮設住宅・仮店舗・仮事業所等の整備が進まず復興が大幅に遅れ

る事態  

６
自然災害後の地域のより良い復興に向けた事前復興ビジョンや地域合意の欠如等

により、復興が大幅に遅れ地域が衰退する事態  
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７

孤立の長期化、救助・救急活動

の遅れ、 物資の供給途絶等の

事象が広域的かつ 同時に発生

した場合や複合災害が発生した

場合でも被害を最小限に抑える

１
孤立の長期化、救助・救急活動の遅れ、物資の供給途絶等の事象の複数かつ同時の

発生により、対応が後手に回り、防げる被害が防げない事態  

２ 

地震後の豪雨災害といった複合災害により、多数の逃げ遅れや死傷 者の発生、対

応する職員や物資等の不足、生活基盤となるインフラ復旧の大幅な遅れなどの 被

害が甚大化・拡大化する事態 

３ 「起きてはならない最悪の事態」を回避するための施策の分析・評価 

上記 ２５ の「起きてはならない最悪の事態」ごとに関連施策を洗い出し、下呂市国土強靭化地域計

画（第一期）の取組状況を整理の上、成果や課題を分析・評価した。 

※別紙 下呂市国土強靭化地域計画（第一期）ＫＰＩ 達成状況確認表 参照

その上で、改めて以下の施策分野ごとに脆弱性評価を行い、施策分野の間で連携して取り組むべ

き施策の確認などを行った。 

（１）メンテナンス・老朽化対策    

（２）保健医療・福祉     

（３）交通・物流     

（４）リスクコミュニケーション/人材育成等     

（５）官民連携     

（６）農林水産      

（７）ライフライン・情報通信 

（８）住宅・都市/土地利用      

（９）国土保全     

（１０）避難所の機能確保 

（１１）行政機能/消防/防災教育等      

（１２）環境    

（１３）デジタル新技術等の活用 

脆弱性評価結果は別紙１、２のとおりである 
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第５章 強靱化の推進方針

１ 推進方針の整理

本計画において施策を推進するにあたっては、施策分野ごとに取り組んでいる他の計画との間で

整合性を保つ必要がある。このため、脆弱性の評価結果に基づき、各々「起きてはならない最悪の事態

（リスクシナリオ）」及び脆弱性評価を行うにあたり設定した１３の施策分野について、今後必要となる

施策を検討し、推進方針（施策の策定に係る基本的な指針）として整理した。なお、下呂市国土強靭化

地域計画（第一期）の推進方針や達成状況を第二期計画と関連付けるため、第一期における１２の施設

分野を据え置き、令和５年７月２８日に閣議決定された『国土強靱化を推進する上での基本的な方針』

に示された『デジタル新技術等の活用』を新たな施設分野として設定した。 

２ 施策分野ごとの推進方針

１３の施策分野ごとの推進方針を以下に示す。これらの推進方針は、７つの事前に備えるべき目標

に照らして、必要な対応を１３の施策分野ごとにとりまとめたものであるが、それぞれの分野間には

相互に関連する事項があるため、施策の推進にあたっては、適切な役割分担や必要な調整を図るな

ど、施策の実効性・効率性が確保されるよう十分に考慮する。 

３ 施策目標とする指標の設定

１３の施策分野ごとの推進方針に、施策目標とする重要業績指標（ＫＰＩ）を設定する。重要業績指

標の目標値の設定にあたっては、本市が取り組む政策の方向性を取りまとめた「下呂市第三次総合

計画」との整合性を図り、同計画の基本計画期間である令和 １０（２０２８）年度時点での達成目標を

基準とする。なお、重要業績指標（ＫＰＩ）は、施策の進捗状況等を踏まえ、毎年度のアクションプランを

策定する過程において、適宜見直しを行う。 

ＫＰＩ について 

Ｋｅｙ Ｐｅrｆｏrｍａｎｃｅ Ｉｎdｉｃａｔｏr の略、推進方針ごとの進捗状況を検証するために設定する指標 
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ＳＤＧｓとの関連 

ＳＤＧｓ とは、Ｓｕｓｔａｉｎａｂｌｅ Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ Ｇｏａｌｓ の略のことで、２０１５ 年の国連サミットで

採択された ２０３０ 年を期限とする先進国を含む国際社会全体の １７ の開発目標で構成されてい

る。全ての関係者（先進国、途上国、民間企業、ＮＧＯ、有識者等）の役割を重視し、「誰一人取り残 

さない」社会の実現を目指して、経済・社会・環境をめぐる広範な課題に統合的に取り組むものとな

っている。 

第三期岐阜県強靱化計画では、ＳＤＧｓ の達成に関連する施策を明記しており、本計画においても、

県計画と整合性を図るため、ＳＤＧｓ の達成に関連する施策を示す。 
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推進方針 

（１）メンテナンス・老朽化対策

（病院等医療施設の整備） ★医療対策課・小坂診療所管理課 

○市民が安心・安全に病院等医療施設を利用できるように、施設の老朽化対策を進める。 

（学校施設の長寿命化改良） ★教育総務課 

○老朽化対策のための長寿命化改修、大規模改修に伴い、バリアフリー対策や非構造部材の耐震

化など、避難所としての防災機能の強化を図る。 

（こども園等児童福祉施設の適正管理・長寿命化改良）★こども家庭課  

○施設の長寿命化改修、大規模改修を適宜行うことにより、安全・安心な施設管理を進めるととも

に、避難所としての防災機能の強化を図る。 

（行政施設の整備・機能維持） ★財務課 

○公共施設等個別施設計画を策定し、計画に基づき維持保全の方向性、長寿命化の方向性を整理

する。 

（上下水道施設の耐震・老朽化対策の推進） ★水道課・下水道課 

○アセットマネジメントを行い、施設・管路の改修・耐震計画を立て、効率よく更新する。 

重要業績指標（ＫＰＩ）  

指標名 現状値 目標値 

上下水道施設の耐震・老朽化対策の推進 ★水道課・下水道課 

耐震性のある下水処理場の数 
４施設（Ｒ６） 

５施設（Ｒ１２） 

※耐震診断・設計（Ｒ１０）

（２）保健医療・福祉

（要配慮者利用施設の避難確保計画策定推進） ★高齢福祉課・社会福祉課・こども家庭課 

○水防法及び土砂災害防止法に基づき、要配慮者が利用する施設における避難確保計画の策定、

避難訓練の実施を進める。 

（消防・救助体制の強化） ★消防本部 

○救急救命士を含めた救命業務に携わる職員の教育を担当する組織を創設する。また、大規模災

害を想定した訓練を医療機関と実施し、課題を確認し改善していく。 
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（医療体制の確保） ★医療対策課 

○災害発生時に迅速に医療救護を行えるよう、平時から医療従事者確保に対する支援や医療物資

の点検、確保を行う。 

（保健活動等の実施体制の強化） ★健康課 

○各種マニュアルに沿った行動訓練を実施する。 

（病院等医療施設の整備） ★医療対策課・金山病院・小坂診療所管理課 

○市民が安心・安全に病院等医療施設を利用できるように、施設の老朽化対策を進める。 

（福祉施設等の防災対策） ★高齢福祉課・社会福祉課・こども家庭課 

○民間の社会福祉施設、児童福祉施設に対し、あらゆる機会を活用して耐震化・長寿命化を進める

とともに、土砂災害（特別）警戒区域からの移転を促進し、防災・減災対策の強化を図る。 

○あさぎりサニーランド（特別養護老人ホーム）の移転新設計画を進める。 

（要配慮者利用施設の事業継続体制の強化） ★高齢福祉課・社会福祉課・こども家庭課 

○災害時にも、要配慮者の受け入れを継続してできるようにするため、施設の機能を維持し、機能

停止・喪失状態を迅速に復旧させるためのＢＣＰの策定を促進する。 

（要配慮者の避難体制の構築） ★高齢福祉課・社会福祉課・危機管理課 

○避難行動要支援者名簿及び個別避難計画の活用促進を図り、市民の支え合いによって要配慮者 

が安全に避難できる地域づくりを進める。 

（災害時要配慮者利用施設間の連携強化） ★高齢福祉課・社会福祉課・こども家庭課 

○各施設間で互いの課題や状況把握の理解を進め、体制整備に向けた課題の抽出を行い、地域や

各施設の実情を反映した実質的な検討内容へ深める。 

重要業績指標（ＫＰＩ）

指標名 現状値 目標値 

要配慮者利用施設の避難確保計画策定推進 ★高齢福祉課・社会福祉課・こども家庭課 

要配慮者利用施設の避難確保計画策定率 １００％（Ｒ６） １００％の維持（Ｒ１０） 

消防・救助体制の強化 ★消防本部

計画的な人材育成・教育訓練及び資器材の整備・

維持の実施 
毎年度実施 毎年度実施 

医療体制の確保 ★医療対策課

自主防災組織や医師会等の関係機関と連携した 

医療救護訓練の実施 
毎年度実施 毎年度実施 
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要配慮者利用施設の事業継続体制の強化 ★高齢福祉課・社会福祉課

要配慮者利用施設の事業継続計画（ＢＣＰ）の策定

率 

１００％（Ｒ６） １００％の維持（Ｒ１０） 

要配慮者の避難体制の構築 ★高齢福祉課・社会福祉課 

要配慮者の個別避難計画策定率 ５％（Ｒ６） ７０％（Ｒ１０） 

災害時要配慮者利用施設間の連携強化 ★高齢福祉課・社会福祉課 

災害時要配慮者利用施設間連携協議会の開催 毎年度開催 毎年度開催 

（３）交通・物流

（道路除雪体制の強化） ★建設課 

○早期に通行の安全確保を図るため、除雪、凍結防止体制の強化及び通行安全監視を行う。 

（道路ネットワークの整備） ★建設課・建設総務課 

○災害に備え、耐震性、耐久性が確保された道路構造物として、定期点検、補修等を実施する。 

○国、県と連携して主要道路のリダンダンシー化（冗長化）を図り、異常気象にも強く、安全・安心な

道路ネットワークの構築を推進する。 

○関係事業者等と平常時からの情報交換、防災訓練への参加及び災害協定の締結により連携強

化に努める。 

○狭隘箇所は、災害時の避難、通勤及び物流等の妨げとなる可能性があることから、道路幅員の

拡幅等、安全安心な道路整備を進める。 

○通学路合同点検の結果を受け、児童・生徒及び歩行者の安全を確保する。 

（無電柱化の促進） ★建設課 

○災害の防止、安全かつ円滑な交通の確保、良好な景観形成を図るため、無電柱化を推進する。 

重要業績指標（ＫＰＩ） 

指標名 現状値 目標値 

道路ネットワークの整備 ★建設課・建設総務課 

長寿命化（補修工事）の済んだ橋梁の数 ５３橋（Ｒ６） ８０橋（Ｒ１０） 

無電柱化の促進 ★建設課

市道における無電柱化整備箇所数 １箇所（Ｒ６） ２箇所（Ｒ１０） 

（４）リスクコミュニケーション/人材育成等

（保健活動等の実施体制の強化） ★健康課 

○各種マニュアルに沿った行動訓練を実施する。 
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（要配慮者利用施設の避難確保計画策定推進） ★高齢福祉課・社会福祉課・こども家庭課 

○水防法及び土砂災害防止法に基づき、要配慮者が利用する施設における避難確保計画の策定、

避難訓練の実施を進める。 

（要配慮者の避難体制の構築） ★高齢福祉課・社会福祉課 

○避難行動要支援者名簿及び個別避難計画の活用促進を図り、市民の支え合いによって要配慮者 

が安全に避難できる地域づくりを進める。 

（災害時要配慮者利用施設間の連携強化） ★高齢福祉課・社会福祉課 

○各施設間で互いの課題や状況把握の理解を進め、体制整備に向けた課題の抽出を行い、地域や

各施設の実情を反映した実質的な検討内容へ深める。 

（地域の防災・減災・災害時対策） ★危機管理課 

○災害ハザードマップの公開データ化を進める。 

○避難所運営を地域主導で早期に実現可能な手法検討・実施、避難行動への意識向上に向けた情

報発信や周知活動の実践機会を増加させる。 

（災害から命を守る自助・共助意識の向上） ★危機管理課 

○自主防災組織の防災力向上のため、地区防災計画の策定を推進する。 

○災害から命を守る自助・共助意識の向上のため、市職員や防災士による防災出前講座を実施す

る。 

（防災人材の育成・活躍促進） ★危機管理課 

○防災士の育成を推進する。育成した人材が地域防災力の要となるよう、研修や訓練を通じてさ

らなるスキルアップを目指す。 

○避難所の地域自主運営化を進める中で、避難所運営を指導する人材育成を行う。 

重要業績指標（ＫＰＩ） 

指標名 現状値 目標値 

要配慮者利用施設の避難確保計画策定推進 ★高齢福祉課・社会福祉課・こども家庭課 

要配慮者利用施設の避難確保計画策定率 １００％（Ｒ６） １００％の維持（Ｒ１０） 

要配慮者の避難体制の構築 ★高齢福祉課・社会福祉課 

要配慮者の個別避難計画策定率 ５％（Ｒ６） ７０％（Ｒ１０） 

災害時要配慮者利用施設間の連携強化 ★高齢福祉課・社会福祉課 

災害時要配慮者利用施設間連携協議会の開催 毎年度開催 毎年度開催 
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地域の防災・減災・災害時対策 ★危機管理課 

地区防災計画策定件数 ０件（Ｒ６） ５件（Ｒ１０） 

災害から命を守る自助・共助意識の向上 ★危機管理課

市職員や防災士による防災出前講座の開催数 ４０回（Ｒ６見込） ５０回（Ｒ１０ ） 

防災人材の育成・活躍促進 ★危機管理課

下呂市防災士会 会員数（防災士資格取得者） ２７８人（Ｒ６） ３２０ 人（Ｒ１０） 

（５）官民連携

（消防・救助体制の強化） ★消防本部 

 ○不特定多数が集まる施設については、年１回以上の立入検査を行い、防火防災訓練の実施指導 

と訓練への立会いの徹底を行う。 

（医療体制の確保） ★医療対策課 

 ○災害発生時の医師会との連絡体制や救護体制を構築する。 

（道路ネットワークの整備） ★建設課・建設総務課 

○国、県と連携して主要道路のリダンダンシー化（冗長化）を図り、異常気象にも強く、安全・安心な

道路ネットワークの構築を推進する。  

○関係事業者等と平常時からの情報交換、防災訓練への参加及び災害協定の締結により連携強

化に努める。 

（災害時における食料供給体制の確保） ★危機管理課 

○災害時に必要な食料等生活必需物資を調達できる協定を活用し、供給体制を強化する。 

（災害ボランティアの受入・連携体制の構築） ★社会福祉課・危機管理課 

○大規模災害発生時に、災害ボランティアセンターの円滑な開設・運営を行うため、平時から下呂

市社会福祉協議会を含めた関係機関との意見交換や研修・訓練などを通じて、「顔の見える」関

係づくりを進め、多様な主体との連携・協働を図る。 

重要業績指標（ＫＰＩ）  

指標名 現状値 目標値 

消防・救助体制の強化 ★消防本部

不特定多数が集まる施設（４６１棟）への立入検査

実施及び防火防災訓練の実施指導数 
毎年度実施 毎年度実施 

医療体制の確保 ★医療対策課 

自主防災組織や医師会等の関係機関と連携した 

医療救護訓練の実施 
毎年度実施 毎年度実施 
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（６）農林水産

（鳥獣被害の防止） ★農務課 

○農作物被害の軽減や離農による耕作放棄地の拡大を防ぐため、今後も捕獲及び防除への継続し

た取り組みを実施する。 

（基幹農道整備） ★農務課 

○市民の利便性の向上、安全・安心な道路の維持や災害にも強い道路整備を行う必要があるため、

県、地元と調整を行いながら早期の開通を図る。 

（農業ため池整備） ★農務課 

○ネットワークカメラ等により監視体制の強化を図る。 

（農業水路等の長寿命化） ★農務課 

○基幹用水路の点検を定期的に行い、計画的に改良し災害を未然に防止する。 

（農業生産基盤及び生活環境基盤の整備） ★農務課 

○農業生産基盤の整備により農地の集積・集約を進め、担い手不足による農地の荒廃を防ぐ。 

（森林施業のための路網整備） ★林務課 

○老朽化に伴う修繕やさらなる利便性の向上を目指した改良、安全かつ安心して利用できる林道

整備を進める。 

○法面・路肩崩壊や路面洗堀等の改良や、さらなる利便性の向上を目指した舗装、安全かつ安心し

て利用できる林道整備を進める。 

（里山林の整備） ★林務課 

○間伐や下刈り等里山林を整備することで、人家近くの森林の荒廃を防ぎ、災害や害獣の侵入を

防止する。 

重要業績指標（ＫＰＩ） 

指標名 現状値 目標値 

鳥獣被害の防止 ★農務課

鳥獣による農産物被害額 ９１３万円（Ｒ６） 
９１３万円（Ｒ１０） 

現状維持 

基幹農道整備 ★農務課

農道路線延長 ★農務課 Ｌ=２,８５５ｍ 

（Ｒ６） 

Ｌ=４,１８２ｍ 

（Ｒ１０） 

森林施業のための路網整備 ★林務課

長寿命化（補修工事）の済んだ橋梁の数 ２橋（Ｒ６） ５橋（Ｒ１０） 
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飛騨川地域森林計画の「林道の開設又は拡張に関する計

画」に掲載されている林道にある橋梁など林道施設の保

全、及び林道の開設や改良、舗装整備数 

１４路線（Ｒ６） ３３路線（Ｒ１０） 

里山林の整備 ★林務課 

里山林を整備した面積 
３.５ｈａ（Ｒ６） 

３.５ｈａ（Ｒ１０） 

現状維持 

（７）ライフライン・情報通信 

（通信環境整備） ★危機管理課 

○不特定多数が利用する施設において、平時のみならず災害時にも必要な情報が提供されるよう

通信環境の整備を進める。 

（住民への情報伝達手段の強化） ★危機管理課 

○スマートフォンの普及に伴い、防災アプリケーション等を活用した、正確かつ迅速な情報発信を

行う。市民に対し、防災アプリケーションの加入を促進する。 

（生活用水の確保） ★水道課 

○日頃から家庭での生活用水の備蓄を周知するとともに、災害時は人員を確保し、生活用水を届

けられるよう輸送体制を整備する。 

（道路ネットワークの整備） ★建設課・建設総務課 

○狭隘箇所は、災害時の避難、通勤及び物流等の妨げとなる可能性があることから、道路幅員の

拡幅等、安全安心な道路整備を進める。 

（安全・安心な観光地づくり） ★観光課・危機管理課 

○災害発生時における観光施設や観光客への情報伝達方法を確立する。 

○正確な情報を様々な媒体により適時提供することで、風評被害を抑える。平常時より情報発信

に努め、信頼性を高める。 

（上下水道施設の耐震・老朽化対策の推進） ★水道課・下水道課 

○アセットマネジメントを行い、施設・管路の改修・耐震計画を立て、効率よく更新する。 

（合併浄化槽の普及促進） ★環境対策課 

〇災害に強く、環境負荷の少ない合併浄化槽への転換と普及を図るため、下水道処理区域外にお

ける合併浄化槽の設置に対し補助金を交付し、持続可能な地域づくりを促進する。 
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（ごみ処理施設更新改廃等構想策定の推進） ★環境施設課 

〇日常生活・業務活動において必要不可欠である、ごみ処理について、施設設備の更新改廃期が

迫っており、次期可燃ごみ処理施設、不燃資源ごみ回収保管場（後者は、暫定表記）の施設整備

に向け、基本構想等をはじめとする事前の構想策定を進める。 

（孤立地域の発生に備えた通信手段の確保） ★危機管理課 

○災害時に、固定電話、携帯電話共に使用できない場合に備え、衛星携帯電話、特設公衆電話、防

災行政無線アンサーバック機能などの通信手段を活用し、自主防災組織や応援団体等との連絡

体制を構築する。 

（孤立地域の発生に備えた道路ネットワーク等の確保）★建設課・建設総務課 

○災害により道路が通行不能となった際には、下呂建設業協会等との災害時応援協定を活用し、

迅速な啓開作業等を実施できる体制を構築する。 

重要業績指標（ＫＰＩ）  

指標名 現状値 目標値 

住民への情報伝達手段の強化 ★危機管理課

防災アプリケーション ダウンロード数 ０ＤＬ（Ｒ６） ５,０００ＤＬ（Ｒ１０） 

生活用水の確保 ★水道課

給水タンク車両整備 ０台（Ｒ６） １台（Ｒ１０） 

重要給水拠点までの管路耐震化率 ０％（Ｒ６） １１.５％（Ｒ１０） 

孤立地域の発生に備えた通信手段の確保 ★危機管理課 

自主防災組織や応援団体との協同による、衛星携

帯電話、特設公衆電話、防災行政無線アンサーバッ

ク機能等を活用した通信訓練の実施 

毎年度実施 毎年度実施 

上下水道施設の耐震・老朽化対策の推進 ★水道課・下水道課

耐震性のある下水処理場の数 ４施設（Ｒ６） ５施設（Ｒ１２） 

孤立地域の発生に備えた道路ネットワーク等の確保 ★建設課・建設総務課 

建設関連団体等との孤立地域発生を想定した訓練

の実施 
毎年度実施 毎年度実施 

（８）住宅・都市/土地利用

（住宅・建築物の耐震化） ★建設総務課 

○木造住宅、不特定多数の人が利用する特定建築物、緊急輸送道路沿道建築物の耐震化を実施す

る。 
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（公園施設の整備） ★建設総務課 

○市街地において、大規模地震、火災等により人的被害を防止するため、公園、緑地等を避難場所、

救援活動拠点として確保する。 

（空家対策の推進） ★建設総務課 

○危険空家の除去を実施するのに対して補助を行う。 

（地籍調査事業の促進） ★建設総務課 

○地籍調査事業の実施を加速化させ、実施面積（実施換算面積）進捗率を向上させることにより、 

災害からの復旧・復興に必要な事業への早期着手を図る。 

（応急仮設住宅の円滑かつ迅速な供給） ★建設総務課・まちづくり推進課 

○県が制定している『応急仮設住宅建設マニュアル』に基づき、県との連携により、必要戸数分

の建設可能用地を確保するとともに、協定締結団体による供給能力等の把握を行う。 

○入居者の募集や審査等については、市営住宅所管課との連携により、早期の入居ができる

よう体制を構築する。 

（復旧復興の事前準備・事前復興の推進） ★危機管理課 

○大規模災害からの復旧復興に際して必要となる各種手続きについて、実際の運用事例やその判

断基準を整理し、効率的・効果的に災害復旧を進めるための計画を策定して訓練を行う。

重要業績指標（ＫＰＩ）  

指標名 現状値 目標値 

住宅・建築物の耐震化 ★建設総務課

木造住宅の耐震化率  ７６％（Ｒ６） ９５％（Ｒ１０） 

特定建築物の耐震化率 ８３％（Ｒ６） ９５％（Ｒ１０） 

公園施設の整備 ★建設総務課

公園の整備箇所数 １箇所（Ｒ６） ２箇所（Ｒ１０） 

（９）国土保全

（河川・水路施設等の整備） ★建設課 

○豪雨等の災害に対応できる河川や排水路の整備を進めるとともに、国・県と連携して砂防工事、

河川改修や浚渫、急傾斜地崩壊対策工事等を実施する。 
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（里山林の整備） ★林務課 

○間伐や下刈り等里山林を整備することで、人家近くの森林の荒廃を防ぎ、災害や害獣の侵入を

防止する。 

（観光資源保全） ★観光課 

○観光資源等に対する災害復旧に関する支援制度を制定する。 

（地籍調査事業の促進） ★建設総務課 

○地籍調査事業の実施を加速化させ、実施面積（実施換算面積）進捗率を向上させることにより、 

災害からの復旧・復興に必要な事業への早期着手を図る。 

（火山防災対策） ★危機管理課 

○活火山への看板（多言語）の整備や、火山防災マップの作成・配布・定期的な更新を進める。 

○県と連携し、登山届の提出について啓発を進める。 

○山岳遭難救助に関するマニュアルの更新を適宜行うとともに、救助、捜索等におけるプロフェッ

ショナルな人材を育成する。

重要業績指標（ＫＰＩ） 

指標名 現状値 目標値 

里山林の整備 ★林務課

里山林を整備した面積 
３.５ｈａ（Ｒ６） 

３.５（Ｒ１０） 

現状維持 

火山防災対策 ★危機管理課 

山岳遭難救助訓練 毎年度実施 毎年度実施 

（1０）避難所の機能確保 

（通信環境整備） ★危機管理課 

○不特定多数が利用する施設において、平時のみならず災害時にも必要な情報が提供されるよう

通信環境の整備を進める。 

（道の駅の防災機能の強化） ★危機管理課 

○避難場所及び防災活動拠点として利用できるよう、防災公園、防災備蓄倉庫、防災用トイレ（マ 

ンホールトイレ等）の整備を進める。 

○被災時には、道の駅において帰宅困難者の避難が想定されるため、電力確保を目的とした再生 

可能エネルギー設備の整備を進める。 
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（感染症対策の強化） ★危機管理課 

○避難所における感染症予防対策備品の整備を進める。 

（避難所環境の充実） ★危機管理課・高齢福祉課・社会福祉課・健康課 

○災害時の避難所における災害関連死の防止を図るため、ＴＫＢ（トイレ・食事・寝具）の環境改善に

特化した施策を進める。 

・避難所備蓄物品の整備（簡易ベッド、排便収納袋、パーティション等） 

○災害時応援協定団体とのトイレ提供に関する体制強化 

○下呂市避難所運営マニュアルの適宜更新 

○避難者の二次避難を想定し、観光事業者等との連携を強化する 

・宿泊施設の提供に関する協定の更新、計画の策定 

（要配慮者の避難環境の充実） ★高齢福祉課・社会福祉課・健康課・危機管理課 

○福祉避難所の設置拡大及びマニュアル等による運営体制の構築を推進する。 

○指定避難所における福祉避難スペースの確保により、要配慮者のスムーズな避難体制を構築す 

る。 

（避難所開設・運営における地域連携） ★危機管理課・地域振興部

○避難所開設、運営を地域主導で行うことができるように、避難所運営委員会の組織化を進める 

とともに、モデル地域において試験的運用を行う。 

（避難所における熱中症対策の強化） ★危機管理課・健康課・環境対策課 

○平時から、災害時における熱中症の危険性や避難生活・片付け作業時等の注意点に関して普及

啓発を図るとともに、非常用電源や冷却器具等の熱中症対策に資する設備・備品の確保に努め

る。 

（男女共同参画の視点から見た防災体制の構築） ★危機管理課 

○女性が防災施策の意思決定過程に主体的に参画し、女性と男性が災害から受ける影響の違いな 

どに十分配慮された災害対応が行われるよう、市防災会議の委員における女性の登用を促進す 

る。また、防災施策に係る男女共同参画の視点を持った市職員、防災士の養成を進めるため、避 

難所運営支援をはじめとした災害対応等に当たっては、女性の参画も図る。 
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重要業績指標（ＫＰＩ） 

指標名 現状値 目標値 

道の駅の防災機能の強化 ★危機管理課

地域防災計画で防災拠点として位置づけられた道

の駅における再生可能エネルギー設備の整備箇所

数 

３箇所（Ｒ６） 
３箇所（Ｒ１０） 

現状維持 

地域防災計画で防災拠点として位置づけられた道の駅にお

ける防災公園（防災備蓄倉庫設置含む）の整備箇所数
３箇所（Ｒ６） 

３箇所（Ｒ１０） 

現状維持 

避難所環境の充実 ★危機管理課 

排便収納袋の備蓄数 １８,０００ 回分（Ｒ６） ５８,０００回分（Ｒ１０） 

避難所開設・運営における地域連携 ★危機管理課 

避難所運営委員会の組織数 ０（Ｒ６） １０（Ｒ１０） 

男女共同参画の視点から見た防災体制の構築 ★危機管理課 

下呂市防災士会 女性防災士の数 ２１人（Ｒ６） ３０人（Ｒ１０） 

（11）行政機能/消防/防災教育等

（消防・救助体制の強化） ★消防本部 

○災害時にも利用できるよう耐震性を備えた防火水槽を整備していく。 

○住宅防火のほか、災害の時々に応じた啓発内容を盛り込んだ消防広報を継続実施する。 

○不特定多数が集まる施設については、年１回以上の立入検査を行い、防火防災訓練の実施指導

と訓練への立会いの徹底を行う。 

○迅速な救助活動を実施できるようにするため、計画的に資機材を整備し、効果的な訓練を実施

していく。 

○救急救命士を含めた救命業務に携わる職員の教育を担当する組織を創設する。また、大規模災

害を想定した訓練を医療機関と実施し、課題を確認し改善していく。 

○消防通信指令システムを安定稼働させるため計画的に設備の維持管理を行う。 

○団員確保対策を引き続き行い、消防団組織の再編により効率的な消防力の確保を行う。 

○緊急消防援助隊を迅速に出動させる体制を維持するため、通信支援小隊、救急隊、消火隊の登

録を維持する。消防・救急車両を適正に維持・整備する。 

（防災行政無線通信施設の安定的な活用） ★危機管理課 

○施設設備の耐用年数超過による代替、デジタル通信網への対応を行う。 

（行政ネットワークの機能強化） ★デジタル課 

○行政ネットワークの冗長化を進めるとともに、外部データセンターやクラウドサービスを活用し、

有事の際の業務継続が可能なシステム環境を構築する。 
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（消防受援体制の充実） ★消防本部 

○消防受援計画に定めた進出拠点を適宜調査し、候補地を適正に把握・確保し、受援体制を適宜

再検討する。また、無線機等受援時に必要な機材を整備する。 

（文化財防火運動の実施） ★文化財課・消防本部 

○防火対策及び消火活動の再確認を定期的に継続して行うとともに、文化財の収蔵に適したス 

ペースにて適切な保管を行う。 

（火山防災対策） ★危機管理課 

○活火山への看板（多言語）の整備や、火山防災マップの作成・配布・定期的な更新を進める。 

○登山届の提出について啓発を進める。 

○山岳遭難救助に関するマニュアルの更新を適宜行うとともに、救助、捜索等におけるプロフ 

ェッショナルな人材を育成する。 

（受援体制の強化） ★危機管理課・人事課 

○災害時相互応援協定を締結している４自治体との協力体制を強化するとともに、下呂市以西 

における自治体との協定を締結する。 

○令和６年能登半島地震における課題をもとに、災害時受援計画の適宜更新及び、受援対象部 

署との研修・訓練を行う。 

（ヘリコプター等の空路を活用した受援体制の構築） ★危機管理課・消防本部 

○多数の孤立地域が同時発生した際には、ヘリコプター等による空からの迅速な状況把握や救助 

活動、物資輸送が有効であることから、既設ヘリポートの他、グラウンド、河川敷、遊休農地等を 

臨時場外離着陸場として活用できるよう調整する。自衛隊、岐阜県等との実戦的な合同想定訓 

練（レスキュー下呂）を実施し、『空路による受援体制』を構築する。 

（男女共同参画の視点から見た防災体制の構築） ★危機管理課 

○女性が防災施策の意思決定過程に主体的に参画し、女性と男性が災害から受ける影響の違いな 

どに十分配慮された災害対応が行われるよう、市防災会議の委員における女性の登用を促進す 

る。また、防災施策に係る男女共同参画の視点を持った市職員、防災士の養成を進めるため、避 

難所運営支援をはじめとした災害対応等に当たっては、女性の参画も図る。 

（複合災害への対応力の強化）  ★危機管理課 

○大雨により土砂災害や洪水による被害が発生する中での台風の接近や、大雪が続く中での地震 
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の発生といった、様々な複合災害を想定した図上訓練を実施し、効率的な情報の集約・分析や、 

早期復旧に向けた関係機関との優先復旧箇所の選定といった具体的な対策の立案など、複合 

災害への対応力の強化を図るとともに、訓練の結果を踏まえ、各種災害ごとの対応に用いる計 

画やマニュアルなどの見直しを図る。  

○災害対応に当たる要員、資機材等について、後発災害の発生が懸念される場合には、先発災害 

に多くを動員したことで後発災害に不足が生じるなど、望ましい配分ができない可能性がある 

ことに留意するとともに、限られた要員・資機材の投入判断や支援要請の早期判断について、災 

害時受援計画等に定めておく。 

（複合災害発生リスクの周知・啓発） ★危機管理課 

○令和６年能登半島地震からの復旧・復興が進められている地域において発生した河川の氾濫等  

による浸水被害や土砂災害なども踏まえ、命を最優先にした迅速な避難が行われるよう、山間 

部や河川の沿岸など、地域の特性に応じて発生可能性が高い複合災害について、市民に周知・ 

啓発を図る。  

○地震などの災害により、大雨警報・注意報の発表基準について、通常基準より引き下げた暫定  

基準が設けられた際には、暫定基準に基づく避難指示の発令等を適切に行うことができるよう 

にするとともに、市民に対し、通常基準との違いなどについて広く周知を図る。 

重要業績指標（ＫＰＩ） 

指標名 現状値 目標値 

消防・救助体制の強化 ★消防本部 

耐震性を備えた防火水槽の数 ８０基（Ｒ６） ８４基（Ｒ１０） 

一般住宅における住宅用火災警報器の作動確認に

よる適正な維持管理の実施率 
４４％（Ｒ６） ６０％（Ｒ１０） 

不特定多数が集まる施設（４６１棟）への立入検査

実施及び防火防災訓練の実施指導数 
毎年度実施 毎年度実施 

計画的な人材育成・教育訓練及び資器材の整備・

維持の実施 
毎年度実施 毎年度実施 

応急手当の普及員養成 ４０人（Ｒ６） ４５人（Ｒ１０） 

女性消防団員の数 ７人（Ｒ６） １２ 人（Ｒ１０） 

緊急消防援助隊の登録小隊数 ４隊（Ｒ６） ４ 隊（Ｒ１０）現状維持 

防災行政無線通信施設の安定的な活用 ★危機管理課 

防災行政無線（同報系・移動系）のデジタル化率 ０％（Ｒ６） １００％（Ｒ１０） 

男女共同参画の視点から見た防災体制の構築 ★危機管理課 

下呂市防災士会 女性防災士の数 ２１人（Ｒ６） ３０人（Ｒ１０） 

消防受援体制の充実 ★消防本部 

下呂市消防広域応援受援計画の再検討 毎年度実施 毎年度実施 

火山防災対策 ★危機管理課 

山岳遭難救助訓練 毎年度実施 毎年度実施 
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受援体制の強化 ★危機管理課 

他自治体との災害時相互応援協定数 ４自治体（Ｒ６） ５自治体（Ｒ１０） 

災害時受援計画に沿った研修・訓練 毎年度実施 毎年度実施 

ヘリコプター等の空路を活用した受援体制の構築 ★危機管理課・消防本部 

合同想定訓練（レスキュー下呂）の実施回数 ０回（Ｒ６） ２回（Ｒ１０） 

（12）環境 

（災害廃棄物処理の推進） ★環境対策課

○下呂市震災廃棄物処理計画に基づき、災害廃棄物の仮置場設置場所を確保する。また、仮置 

場の運営を行うための物品を事前に確保する。 

○災害廃棄物（排便収納袋も含め）の処理を迅速に行うため、収集方法及びルートを確立する。 

また、廃棄物処理にあたっては公衆衛生の保全に努めていく。 

○災害廃棄物の処理方針（災害ごみの出し方）について、他自治体の事例も参考にしながらガ 

イドブックを作成し、平時から市民に周知を行う。 

（合併浄化槽の普及促進）★環境対策課 

〇災害に強く、環境負荷の少ない合併浄化槽への転換と普及を図るため、下水道処理区域外にお

ける合併浄化槽の設置に対し補助金を交付し、持続可能な地域づくりを促進する。 

（ごみ処理施設更新改廃等構想策定の推進） ★環境施設課 

〇日常生活・業務活動において必要不可欠である、ごみ処理について、施設設備の更新改廃期が

迫っており、次期可燃ごみ処理施設、不燃資源ごみ回収保管場（後者は、暫定表記）の施設整備

に向け、基本構想等をはじめとする事前の構想策定を進める。 

重要業績指標（ＫＰＩ） 

指標名 現状値 目標値 

災害廃棄物処理の推進 ★環境対策課 

災害ごみ出し方ハンドブックの作成 未整備（Ｒ６） 整備（Ｒ９） 

（13）デジタル新技術等の活用 

（孤立地域の発生に備えた通信手段の確保） ★危機管理課 

○衛星携帯電話を整備し、適宜更新を図る。 

○自主防災組織等との共同による非常時通信機器使用訓練の実施（特設公衆電話・防災行政無 

線アンサーバック機能等） 
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（住民への情報伝達手段の強化） ★危機管理課 

○スマートフォンの普及に伴い、防災アプリケーション等を活用した、正確かつ迅速な情報発信を

行う。市民に対し、防災アプリケーションの加入を促進する。 

（ドローンの活用） ★建設課・消防本部・危機管理課 

○災害発生時における道路・河川・山林・施設等の点検や捜索等において、ドローンを積極的に活

用するとともに、操縦者の育成を図る。 

重要業績指標（ＫＰＩ） 

指標名 現状値 目標値 

孤立地域の発生に備えた通信手段の確保 ★危機管理課 

自主防災組織や応援団体との協同による、衛星携

帯電話、特設公衆電話、防災行政無線アンサーバッ

ク機能等を活用した通信訓練の実施 

毎年度実施 毎年度実施 

住民への情報伝達手段の強化 ★危機管理課 

防災アプリケーション ダウンロード数 ０ＤＬ（Ｒ６） ５,０００ＤＬ（Ｒ１０） 

ドローンの活用 ★建設課・消防本部・危機管理課 

ドローンの操縦研修受講者数 ４人（Ｒ６） １０ 人（Ｒ１０） 
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第６章 計画の推進

１ 施策の重点化

限られた資源で効率的・効果的に本市の強靱化を進めるには、施策の優先順位付けを行い、優

先順位の高いものについて重点化しながら進める必要がある。本計画では施策項目単位で施策

の重点化を図ることとし、施策の進捗状況、策定後の災害から得られた教訓、社会情勢の変化等

を踏まえ、重点化すべき施策項目を次頁のとおり設定した。

なお、重点化施策項目については、施策の進捗状況等を踏まえ、毎年度のアクションプランを策

定する過程において、適宜見直しを行う。

２ 毎年度のアクションプランの策定

本市の国土強靱化推進のための主要施策を「下呂市国土強靱化地域計画アクションプラン」とし

てとりまとめ、毎年度、進捗状況を把握する。 

３ 計画の見直し

本計画については、今後の社会経済情勢の変化や、国及び県の国土強靱化施策の推進状況など

を考慮し、概ね５年ごとに計画の見直しを行う。

ただし、計画期間中であっても、新たに想定されるリスク等を踏まえ、必要に応じ、計画の見直

しを行う。

地域防災計画など国土強靱化に係る本市の他の計画については、それぞれの計画の見直し時

期や次期計画の策定時等に検討を行い、本計画との整合を図る。
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【重点化施策項目】
施策分野 重点化施策項目 

（１）メンテナンス・老朽化対策 
○行政施設の整備・機能維持 

○上下水道施設の耐震・老朽化対策の推進

（２）保健医療・福祉

○医療体制の確保 

○保健活動等の実施体制の強化 

○福祉施設等の防災対策 

○要配慮者の避難体制の構築 

○災害時要配慮者利用施設間の連携強化 

（３）交通・物流 ○道路ネットワークの整備

（４）リスクコミュニケーション 

/人材育成等

○災害から命を守る自助・共助意識の向上 

〇防災人材の育成・活躍促進 

○地域の防災・減災・災害時対策

（５）官民連携

○消防・救助体制の強化 

○医療体制の確保 

○道路ネットワークの整備 

（６）農林水産
○基幹農道整備 

○森林施業のための路網整備

（７）ライフライン・情報通信 

○通信環境整備 

○住民への情報伝達手段の強化 

○生活用水の確保 

○道路ネットワークの整備 

○上下水道施設の耐震・老朽化対策の推進 

〇合併浄化槽の普及促進 

（８）住宅・都市/土地利用 

○住宅・建築物の耐震化 

○公園施設の整備 

○地籍調査事業の促進

（９）国土保全 
○河川・水路施設等の整備 

○火山防災対策 

（１０）避難所の機能確保 

○避難所環境の充実 

○要配慮者の避難所環境の充実 

○避難所開設・運営における地域連携 

（１１）行政機能/消防/防災教育等 

○消防・救助体制の強化 

○防災行政無線通信施設の安定的な活用 

○受援体制の強化

（１２）環境 
○災害廃棄物処理の推進 

〇合併浄化槽の普及促進

（１３）デジタル新技術等の活用 ○住民への情報伝達手段の強化 
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